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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
　

回次
第92期

第１四半期
連結累計期間

第93期
第１四半期
連結累計期間

第92期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年６月30日

自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (千円) 6,185,589 4,647,184 22,299,226

経常利益 (千円) 347,453 121,767 926,675

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 221,913 △306,130 584,216

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 212,695 △151,501 380,952

純資産額 (千円) 6,566,395 9,966,128 10,152,079

総資産額 (千円) 23,229,114 31,603,134 30,801,404

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 0.70 △0.95 1.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 0.70 ― 1.84

自己資本比率 (％) 28.3 31.5 32.9
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は2017年７月13日付でライツ・オファリング（ノンコミットメント型/行使価額ノンディスカウント

型）に基づく新株予約権の株主割当てを行い、当該新株予約権の行使に伴い新株式を発行しております。第

92期の期首に当該ライツ・オファリングに基づく払込が行われたと仮定した株式数で、１株当たり四半期

(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益を算定しております。なお当該ライツ・オ

ファリングに基づく払込が第92期の期首に行われたと仮定しない場合の１株当たり四半期(当期)純利益及び

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、以下のとおりであります。

回次
第92期

第１四半期
連結累計期間

第93期
第１四半期
連結累計期間

第92期

１株当たり四半期（当期）
純利益又は四半期純損失
(△)

(円) 1.02 △0.95 2.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 1.02 ― 2.15
 

４　第93期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1)　経営成績の概況

当第１四半期連結累計期間（以下、「当第１四半期」といいます）における国内の経済環境は、企業業績の伸長

に伴う雇用の改善、個人消費の回復、輸出の増加などを背景に、ゆるやかな景気回復が続いております。また、当

社グループの海外拠点がある米国におきましても、個人消費の拡大、設備投資の増加、雇用改善などに裏打ちされ

た景気拡大が続いております。

　当社グループの主要な事業領域である都心部における収益不動産関連の事業環境は、在庫件数が前年同期を上回

る傾向が続いており、需給の先行きは不透明な状況となっています。一方、海外事業の拠点がある米国ロサンゼル

ス圏におきましては、中古住宅の取引成約価格は引き続き上昇しており、在庫は安定的に推移しました。

　このような事業環境のもと、当社グループは第５次中期経営計画（2017 年３月期～2019 年３月期）に基づき、

「収益不動産残高の戦略的な拡充を通じた、強固な事業基盤の確立と安定的な収益基盤の追求」「新たな収益の柱

となる事業の開発と育成」「規模拡大に耐えうるケイパビリティの再構築」を基本方針に掲げ、各種施策に取り組

みました。

当第１四半期の経営成績は以下の表のとおりです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 

2019年３月期
(通期計画)

2018年３月期
第１四半期
(実績)

2019年３月期
第１四半期
(実績)

金額
 

金額
 

金額
   

売上比 売上比 売上比 前年比
通期計画
進捗率

売上高 24,000 100.0% 6,185 100.0% 4,647 100.0% △24.9% 19.4%

（不動産販売） ― ― (5,623) (90.9%) (3,999) (86.1%) (△28.9%) ―

（ストック） ― ― (682) (11.0%) (752) (16.2%) (+10.1%) ―

（内部取引） ― ― (△120) (△1.9%) (△104) (△2.2%) ― ―

EBITDA 1,600 6.7% 436 7.1% 249 5.4% △42.8% 15.6%

経常利益 1,000 4.2% 347 5.6% 121 2.6% △65.0% 12.2%

税引前利益又は
税引前損失(△)

1,000 4.2% 347 5.6% △635 ― ― ―

純利益又は
純損失(△)

660 2.8% 221 3.6% △306 ― ― ―
 

(注) １　（不動産販売）は「収益不動産販売事業」、（ストック）は「ストック型フィービジネス」、「税引前利益

又は税引前損失」は「税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純損失」、「純利益又は純損失」

は「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」をそれぞれ省略したもの

です。

２　EBITDA（償却等前営業利益）：営業利益＋償却費等＋特別損益に計上された収益不動産売却損益

償却費等には減価償却費、ソフトウェア償却費、のれん償却費等のキャッシュアウトを伴わない費用を含み

ます。
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当社は2017年11月より、東京国税局（以下、「当局」といいます。）から税務調査を受けておりましたが、2018

年７月31日、税務調査対象期間である2015年3月期から2017年3月期の消費税に係る追加納付金及び加算金537百万

円の賦課を内容とする更正通知書（以下、「本件通知」といいます。）を受領いたしました。以上をふまえ、当社

は、上記金額に、当該税務調査の対象期間外である2018年3月期についても本件通知の見解と同様の処理をした場

合の消費税追加納付見積額等220百万円を加えた合計757百万円を引当てることにより、2019年3月期第1四半期にお

いて特別損失として計上することといたしました。

　本件通知は、いわゆる投資用マンションなどの居住用収益不動産の仕入れ時点で発生する、建物部分に係る仮払

消費税の税務申告時の取扱いに関する、当社と当局の見解の相違に起因するものです。

　当社の当該消費税に係る税務処理については、過去数回にわたる消費税も含めた税務調査において、何ら指摘や

議論の対象としてとりあげられた事実はなかったことから、当社といたしましては、長年にわたり、当局も認める

適法な税務処理方法との認識の下、税務処理を行ってまいりました。今回の税務調査において突如、その税務処理

方法の変更を求められたことから、大変困惑をすると同時に、当社としての説明責任を尽くすために協議を継続し

てまいりました。しかしながら今般、本件通知を受領するに至ったことを受け、まことに遺憾ながら、改めて当社

の見解を主張してまいるべく、本件通知に対する不服申立ての手続きを検討することにいたしました。

　

セグメントの概況は次のとおりです。なお、当社グループでは営業利益をセグメント利益としております。

　

（収益不動産販売事業）

売上高3,999百万円、EBITDA284百万円、営業利益283百万円となりました。

　当事業における将来の収益源であり、同時にストック型フィービジネスの収益源の一部でもある収益不動産残高

((注)２参照)は22,914百万円となり、前連結会計年度末を537百万円上回りました。

　一方、販売面では、国内9棟及び米国6棟の販売を行いましたが、当第１四半期においては中規模以下の収益不動

産の販売が大半を占めたため、売上高において前年同期を下回りました。

　収益不動産の仕入に際しては、不動産価格が引き続き高い水準を保つ中、物件ごとの採算性を慎重に見極めまし

た。その結果、国内4棟及び米国5棟の仕入を完了し、仕入高は3,396百万円となりました。

 

（ストック型フィービジネス）

売上高752百万円、EBITDA260百万円、営業利益229百万円となりました。

　収益不動産の期中平均残高は、前年同期の19,215百万円に対し当第１四半期は22,701百万円、国内収益不動産の

プロパティ・マネジメントの受託戸数についても、前年同期末の4,243戸に対し当第１四半期末は4,578戸と、それ

ぞれ増加しました。これらの要因から、賃料収入及び不動産管理収入が増加し、安定的な収益基盤を強化すること

ができました。

 

(注) １　各セグメントの営業利益は、全社費用等のセグメントに配賦しない費用及びセグメント間の内部取引による

営業費用控除前の数値であり、その合計は連結営業利益と一致しません。

２　収益不動産残高22,914百万円には、東京国税局から過年度の消費税に関する更正通知を受領したことに伴い

資産計上している消費税仮納付額見積に伴う引当額等（19百万円）を含めておりません。
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(2)　財政状態の概況

当第１四半期においては、収益不動産の仕入とそれに伴う金融機関からの資金調達を進めた結果、収益不動産が

537百万円、有利子負債（短期借入金、１年内償還予定の社債、１年内返済予定の長期借入金、社債及び長期借入

金）が872百万円増加しました。これらの要因等から、資産合計と負債純資産合計は、前連結会計年度末と比較

し、801百万円増加しました。

　なお、当社グループは、2019年３月期末の収益不動産残高のガイダンス（目安）を30,000百万円としておりま

す。当第１四半期末における収益不動産残高は、上述のとおり前連結会計年度から537百万円増加した結果、

22,914百万円となっています。

 

　四半期連結貸借対照表の詳細は以下のとおりです。

　「構成比」は、資産合計（負債純資産合計）に対する比率を示しています。

 

（資産）

　当第１四半期末における資産合計は31,603百万円となりました。うち、収益不動産が22,933百万円（構成比

72.6％）、現金及び預金が7,233百万円（構成比22.9％）を占めています。

（負債）　

　当第１四半期末における負債合計は、21,637百万円となりました。うち、有利子負債が19,006百万円（構成比

60.1％）を占めています。

（純資産）　

　純資産合計は、9,966百万円となりました。うち、資本金及び資本剰余金が7,725百万円（構成比24.4％）を占め

ています。また当第１四半期において、円安の進行により為替換算調整勘定が151百万円増加し、△49百万円とな

りました。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　従業員数

① 連結会社の状況

2018年６月30日現在

セグメントの名称
前連結会計年度末
従業員数(名)

(2018年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間末
従業員数(名)

（2018年６月30日)

増減

収益不動産販売事業 75 76 1

ストック型フィービジネス 40 47 7

全社 31 32 1

合計 146 155 9
 

 

(注)　従業員数には、派遣社員を除く従業員数を記載しております。また、当社グループ以外からの出向者を含めて

おります。

 

② 提出会社の状況

2018年６月30日現在

セグメントの名称
前事業年度末
従業員数(名)

(2018年３月31日)

当第１四半期
累計期間末
従業員数(名)

(2018年６月30日)

増減

収益不動産販売事業 60 61 1

ストック型フィービジネス 8 9 1

全社 31 32 1

合計 99 102 3
 

 

(注)　従業員数には、派遣社員を除く従業員数を記載しております。また、当社グループ以外からの出向者を含めて

おります。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,295,950,000

計 1,295,950,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2018年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 323,987,693 323,987,693
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株で
あります。

計 323,987,693 323,987,693 ― ―

 

 

(注) １　普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　提出日現在発行数には、2018年８月１日から本四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　2018年４月１日～
　2018年６月30日

― 323,987,693 ― 3,891,078 ― 3,824,971

 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2018年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 ― ―
1,039,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,229,426 ―
322,942,600

単元未満株式
普通株式   

― ―
5,593

発行済株式総数 323,987,693 ― ―

総株主の議決権 ―  ―
 

 

(注) １ 当社は、自己株式1,039,521株を所有しております。単元未満株式（21株）については、単元未満株式の欄

に含まれております。

２ 当社は、2014年７月16日付で信託を用いた役員株式報酬制度を導入しております。上記の「完全議決権株式

（その他)」の欄には、役員株式報酬信託にて保有する当社株式 2,856,151株(議決権の数 28,561個)が含ま

れており、単元未満株式（51株）については、単元未満株式の欄に含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2018年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京都千代田区内幸町1-
1-7

1,039,500 ― 1,039,500 0.32株式会社エー・ディー・ワー
クス

計 ― 1,039,500 ― 1,039,500 0.32
 

 

(注)　上記には、当社が所有する自己株式1,039,521株のうち、単元未満株式21株は含まれておりません。また、役員

株式報酬信託にて保有する当社株式2,856,151株は含まれておりません。

 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の役職の異動は、次のとおりであります。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役CFO
経営企画管掌

兼 エクイティ・アドバイザリー室長

常務取締役CFO
経営企画管掌

細谷　佳津年 2018年７月１日

取締役
執行役員 事業企画本部長

兼 クライアント・リレーションズ部長

取締役
執行役員 事業企画本部長

鈴木　　俊也 2018年７月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2018年４月１日から2018年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、2018年７月１日に名称を変更し、EY新日本

有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,169,631 7,233,943

  売掛金 117,013 100,532

  販売用不動産 ※１  21,899,672 ※１  22,444,778

  仕掛販売用不動産 476,536 488,276

  その他 489,131 319,950

  貸倒引当金 △116 △320

  流動資産合計 30,151,868 30,587,161

 固定資産   

  有形固定資産   

   その他（純額） 77,562 75,178

   有形固定資産合計 77,562 75,178

  無形固定資産 65,957 60,530

  投資その他の資産 438,497 819,969

  固定資産合計 582,017 955,679

 繰延資産   

  株式交付費 67,518 60,293

  繰延資産合計 67,518 60,293

 資産合計 30,801,404 31,603,134

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 711,085 414,905

  短期借入金 2,357,500 2,285,940

  1年内償還予定の社債 958,250 912,250

  1年内返済予定の長期借入金 2,579,349 3,125,756

  未払法人税等 268,532 17,140

  引当金 － 76,923

  その他 ※１  1,490,764 ※１  2,078,418

  流動負債合計 8,365,483 8,911,333

 固定負債   

  社債 555,000 555,000

  長期借入金 11,683,769 12,127,266

  その他 45,071 43,405

  固定負債合計 12,283,841 12,725,672

 負債合計 20,649,324 21,637,005
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,891,078 3,891,078

  資本剰余金 3,834,083 3,834,651

  利益剰余金 2,848,332 2,429,170

  自己株式 △211,974 △133,959

  株主資本合計 10,361,520 10,020,940

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △4,403 △1,675

  為替換算調整勘定 △201,394 △49,931

  繰延ヘッジ損益 △7,184 △6,746

  その他の包括利益累計額合計 △212,981 △58,352

 新株予約権 3,540 3,540

 純資産合計 10,152,079 9,966,128

負債純資産合計 30,801,404 31,603,134
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

売上高 6,185,589 4,647,184

売上原価 5,120,037 3,762,715

売上総利益 1,065,552 884,468

販売費及び一般管理費 658,111 675,928

営業利益 407,440 208,540

営業外収益   

 受取利息及び配当金 33 30

 受取保険金 294 1,652

 為替差益 3,266 －

 その他 21 131

 営業外収益合計 3,615 1,813

営業外費用   

 支払利息 59,259 60,248

 借入手数料 1,930 17,540

 為替差損 － 355

 その他 2,412 10,442

 営業外費用合計 63,602 88,587

経常利益 347,453 121,767

特別損失   

 過年度消費税等 － 757,484

 特別損失合計 － 757,484

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

347,453 △635,717

法人税、住民税及び事業税 125,540 △329,586

法人税等合計 125,540 △329,586

四半期純利益又は四半期純損失（△） 221,913 △306,130

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

221,913 △306,130
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 221,913 △306,130

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △274 2,727

 為替換算調整勘定 △9,209 151,463

 繰延ヘッジ損益 265 437

 その他の包括利益合計 △9,217 154,628

四半期包括利益 212,695 △151,501

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 212,695 △151,501

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

 

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

税金費用の計算 　当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益また

は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示してお

ります。
 

 

(追加情報)

１.　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

　

２.　信託を用いた役員株式報酬制度（役員株式報酬信託）

当社は、2014年５月22日開催の取締役会及び2014年６月24日開催の第88期定時株主総会において、役員株式報酬

信託を導入することを決議し、2014年７月15日付の取締役会において、本制度の信託契約日及び信託の期間、制度

開始日、信託金の金額、株式の取得時期につき正式に決定いたしました。

 当社は、当社取締役（社外取締役を除く。以下「取締役」という。）を対象に、長期業績連動報酬の役員報酬全

体に占める構成比率を高めるとともに、当社取締役に対して当社株式が付与されることにより当社の長期的企業価

値向上に資する報酬制度を採用することを目的として、本制度を導入いたしました。

　なお、当初、当社のみを対象とする制度としてご承認いただいておりましたが、2015年６月23日開催の第89期定

時株主総会において、国内に本店が所在する当社子会社の代表取締役も対象に加えることに関し、ご承認いただい

ております。また、2016年６月22日開催の第90期定時株主総会の決議をもって、当社が監査等委員会設置会社へ移

行したことに伴い、対象の当社取締役を監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役とすることに関し、

ご承認いただいております。

　役員株式報酬信託による当社株式の取得、処分については、当社と信託が一体であるとする会計処理を行ってお

ります。従って、信託が所有する当社株式については連結貸借対照表において自己株式として表示しております。

　なお、2018年６月30日現在において役員株式報酬信託が所有する当社株式は、2,856,151株（四半期連結貸借対

照表計上額110,095千円）であります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１　東京国税局から税務調査を受け、2018年7月31日に更正通知書を受領しております。

更正通知については、当社と東京国税局との間で見解の相違がありますが、税務上は東京国税局の見解に基

づいた計算をした結果、四半期連結貸借対照表に次のものが含まれております。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

①販売用不動産   

2019年3月期分の消費税等引当見積額
のうち販売用不動産に係るもの

－千円 19,084千円

   
②その他流動負債   
 

税務調査対象期間（注）分の消費税
等及び加算金に係る引当額
(注)2015年３月期から2017年３月期
までの３期分となります。

－ 〃 537,233 〃

2018年3月期分の消費税等引当見積額 － 〃 220,250 〃

2019年3月期分の消費税等引当見積額 － 〃 19,084 〃

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

減価償却費 28,870千円 41,149千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月11日
取締役会

普通株式 122,630 0.55 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額は、株式付与ESOP信託及び役員株式報酬信託の導入に伴い設定した日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(株式付与ESOP信託口及び役員株式報酬信託口)が所有する当社株式に対する配当金4,215千円を含め

て記載しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月10日
取締役会

普通株式 113,031 0.35 2018年３月31日 2018年６月11日 利益剰余金
 

(注)　配当金の総額は、役員株式報酬信託の導入に伴い設定した日本マスタートラスト信託銀行株式会社(役員株式報

酬信託口)が所有する当社株式に対する配当金1,707千円を含めて記載しております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高、利益の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

収益不動産
販売事業

ストック型
フィービジネス

計

売上高    

  外部顧客への売上高 5,623,493 562,096 6,185,589

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 120,673 120,673

計 5,623,493 682,769 6,306,263

セグメント利益 382,511 277,673 660,185
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 660,185

セグメント間取引消去 34,692

全社費用(注) △287,436

四半期連結損益計算書の営業利益 407,440
 

 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、また、新規事業の立上げに伴う初期費用等

を含んでおります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高、利益の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント

収益不動産
販売事業

ストック型
フィービジネス

計

売上高    

  外部顧客への売上高 3,999,496 647,688 4,647,184

  セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 104,380 104,380

計 3,999,496 752,068 4,751,564

セグメント利益 283,404 229,103 512,507
 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 512,507

セグメント間取引消去 45,830

全社費用(注) △349,797

四半期連結損益計算書の営業利益 208,540
 

 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、また、新規事業の立上げに伴う初期費用等

を含んでおります。

　

 
(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失(△)

0円70銭 △0円95銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益又は
　　親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

221,913 △306,130

 　 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(千円)

221,913 △306,130

    普通株式の期中平均株式数(株) 316,543,963 319,602,837

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0円70銭 ―

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 97,902 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

新株予約権２種類
 2013年７月４日開催の取締
役会決議による第16回新株
予約権（新株予約権 普通株
式 3,825,000株）
 2014年３月31日開催の取締
役会決議による第18回新株
予約権（新株予約権 普通株
式 2,080,000株）

―
 
 

 

 

(注) １　当社は、株式付与ESOP信託及び役員株式報酬信託を導入しており、信託が所有する当社株式については、四

半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。そのため、１株当たり四半期純利益金額及び

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、信

託が所有する当社株式を自己株式数に含めて算定しております。なお、信託が所有する当社株式の期中平均

株式数は、前第１四半期連結累計期間6,177,697株、当第１四半期連結累計期間3,345,423株であります。ま

た、信託が所有する当社株式の期末自己株式数は、前第１四半期連結累計期間末5,614,159株(四半期連結貸

借対照表計上額249,345千円)、当第１四半期連結累計期間末2,856,151株(四半期連結貸借対照表計上額

110,095千円)であります。

２　当社は、2017年７月13日付でノンコミットメント型ライツ・オファリング（行使価額ノンディスカウント

型）に基づく新株予約権の株主割当てを行い、当該新株予約権の行使に伴い新株式を発行しております。前

連結会計年度の期首に当該ライツ・オファリングに基づく払込が行われたと仮定して、１株当たり四半期純

利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。なお、当該ライツ・オファ

リングに基づく払込が前連結会計年度の期首に行われたと仮定しない場合の期中平均株式数は、前第１四半

期連結累計期間216,828,970株であります。

３　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当社は、2018年８月２日開催の取締役会において、第三者割当の方法により第21回新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）を発行すること、及びマイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以下「マイルス

トーン社」といいます。）との間で、コミットメント条項付き第三者割当契約を締結することを決議いたしました。

なお、本新株予約権の概要については、以下のとおりとなります。

　

（１） 募集又は割当の方法 マイルストーン社に対する第三者割当

（２） 新株予約権の総数 530,000個（新株予約権１個につき100株）

（３）
新株予約権の目的となる株
式の種類及び数

普通株式　53,000,000株

（４） 発行価額 総額10,070,000円（新株予約権１個につき19円）

（５） 行使価額 １株当たり38円

（６） 調達資金の額

2,024,070,000円（差引手取概算額: 2,004,360,000円）
（内訳）本新株予約権の払込金額の総額：10,070,000円
本新株予約権の行使に際して出資される財産の額：2,014,000,000円
差引手取概算額は、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の行使
に際して出資される財産の額の合計額を合算した金額から、本新株予約権に
係る発行諸費用の概算額を差し引いた額となります。

（７） 資本組入額

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資
本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増
加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数が生じる場合は
その端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する
資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とします。

（８） 割当日 2018年８月20日

（９） 行使期間
2018年８月20日（本新株予約権の割当日）から2020年８月19日（但し、2020
年８月19日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）までとします。

（10） 資金使途
国内外の収益不動産の取得原資の一部及び当該新規取得収益不動産の改修工
事や修繕工事等の資産価値を高めるためのバリューアップ資金

 

 

２ 【その他】

2018年５月10日開催の取締役会において、2018年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末

配当を行なうことを決議しました。

①　配当金の総額                              　 113百万円

②　１株当たりの金額      　                      0円35銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日    2018年６月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年８月９日

株式会社エー・ディー・ワークス

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　　友　裕 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　島　　亘　司 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エー・

ディー・ワークスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2018年４月１日

から2018年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エー・ディー・ワークス及び連結子会社の2018年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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